
書式第 12号 (法第 28条関係)

2022年 度  事 業 報 告 書
2022年 4月 1日 か ら 2023年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人移住者と連帯する全国ネットワーク

1事 業の成果

情報発信事業については、前年度に引き続き、情報誌『Mネ ット』の定期発行のほか、ホームページ、メーリン
リスト、SNS等を活用しながら、移民・難民をとりまく情報を、市民社会に向けて積極的に発信した。

講師派遣及び研修会等の企画運営事業については、年間を通じて講師派遣を実施した。企画運営事業では、
11日 に「移住連全国ワークショップ」、7月 16日 にはシンポジウム「改定入管法・住基法から10年 「共生社会」
は在留管理か ?」 、12月 18日 には国際移住者デー記念集会「<わたし>からはじめる<わたし>たちの移
」をオンライン開催 した。その他に、入管法改悪に反対する院内集会やオンライン集会、外国人労働者受け

実習制度にかかわる院内集会や市民集会を、2022年 5月 19日 、7月 5日 、10月 6日 、10月 8日 、2023年 2月 24日 、3月
日、3月 24日 に関連団体との共催で開催した。さらに「技能実習制度廃止 !全国キャラバン」を移住連から呼
員会を結成し、5月 22日 から6月 13日 の3週間の間に、全国各地で集会やスタンディングなどを企画実施した。
た、「新型コロナ移民・難民伴走支援事業」において、コロナ禍における移民・難民への支援をテーマとし
ミナーをオンラインで全9回開催した。

調査研究事業と政策提言事業においては、入管・共生施策、貧困、技能実習などそれぞれのプロジェクトが現場
支援活動をもとに政策提言に向けた情報収集とその分析等を行った。課題を横断する体制で、移民女性の妊娠 。

に関する調査を実施し、2022年 10月 に「移民女性の妊娠・出産調査報告書」を発表、11月 にオンラインワークショ

ップを開催した。また、11月 と3月 に開催した省庁交渉を通して入手したデータの集積と分析を行った。

政策提言事業では、新型コロナに関連した取り組みを継続した。外国人への管理強化や排除に対する取り組みと
て、弁護士団体や難民支援団体とも連携し、入管法改悪阻止に向けたロビイングを行った。また、入管法案に関し

にわたって声明を発表すると共にキャンペーンを立ち上げ、SNSで肥Bポスターや動画メッセージを使って情報
めるとともに、関連団体と連携して入管法改悪反対の署名活動や街頭アクション等を実施した。移民政策確
けた取り組みとしては、2022年 11月 7日 ～8日 、2023年 3月 7日 に開催した定期的な省庁交渉や個別交渉を通じて、

に対する要請を行った。また、技能実習制度の廃止や移民労働者の公正な受け入れに関する声明を発出するととも

に、2023年 1月 の「有識者会議」ヒアリング等を通じて提言を伝えた。人種差別に対する法制度の確立に向けた取り

としては、外国人人権法連絡会や人種差別撤廃N∞ネットワークを通じて、政府への要請を行った。

国際協力事業については、国連の人権関連条約の日本審査への取り組みとして、自由権規約 (市民的及
に関する国際規約)の第7回 日本審査に向けて人種差別禁止陽0ネ ットワーク (ERDネット)のNGO報告書に協力し、
民に関する情報提供を行ったほか、10月 13日・14日 のジュネーブにおける日本報告審査におけるロビイングを行っ

また、移住グローバルコンパクトに関するオンライン会議への参加、アジア移住労働者フォーラム (MFA)等
る国際会議に参加した。

ネットワーク構築事業においては、「新型コロナ 移民・難民伴走支援事業」を実施した。移住連の全国の支援ネッ

トワークの力を活用し、コロナ禍で困窮する移民・難民を対象に、公的支援につなげるための伴走支援を729件、

緊急支援を225件行った。事業をつうじて、支援団体・伴走支援者の相談対応・解決スキルの向上や、地域内外
な支援連携が進んだ。また、コロナ禍で問題が噴出したことやオンライン会議の開催が増えたことなどから、
ロジェクトチーム、ネットワーク団体内外で連携する機会が増え、従来の課題の枠組みを超えるネットワーク
され′てきている。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業



事 業 名 事 業 内 容 実 施 日 時 実 施
場 所

従業者
の人数

受益対象

者の範囲

及び人数

事業費
の金額

(千円)

(1)情 報発
信事業

①『Mネ ット』 (含電
子版)の発行・販売
②カ レンダーの制
作・販売
③ホームページ、SNS

等での情報発信

① 隔月発行 (20
22年 4月 、 6
月、8月 、 10
月、12月 、20

23年2月 )

② 2022年 11月
③ 随時

東京事務

所

Mネ ット
9名 、カ
レン ダ
ー4名 、
HP、  SNS
等4名

会員、購

読者、一

般市民対

象

不特定多

数

6000

(2)講師派
遣及び研修

会等の企画
運営事業

①講師派遣
②セミナー・集会等
の企画開催
a.全国ワークショッ
プ
b.シンポジウム
c.支援者セミナー

d.国際移住者デー

e.入管法、技能実習

制度に関する集会、

イベントなど

①随時
② a.2022年 6月
11日  b. 2022年
7月 16日 c。 2022

年 6月 25日 、 7月 2

日、 9日 、 16日 、

23日 、 30日 、 8月

6日 、 20日 、 27日

2022年 12月 18d.

日

e.

日

月

日

日

日

2022‐自「 5月 19

、7月 5日 、 10

6日 、 10月 8

、2023年3月 15

、2023年 2月 24

、3月 24日

東京事務

所、各団

体事務所

企画の開

催は全国

各地

40名 一般市民

や学生対

象
3000人

5500

(3)調査 。
研究事業

技能実習 、貧 困対

策、入管法対策会議

等各プロジェク トに

おける調査等

随時 全国各地 25名 一 般 市

民、移住

者対象

不特定多

数

2500

(4)政 策提
言事業

①省庁交渉
②ロビイング

③技能実習制度廃止

キャラバン

① 2022年 11月 7-
8日 、2023年 3
月7日

② 随時
③ 2022年 5月 22
日-6月 13日

① ②
国会議員
会館
③全国各
地

40名 一 般 市

民、移住

者対象

不特定多

数

3200

(5)国 際協
力事業

①アジア移住労働者
フォーラムの会合等
②自由権規約委員会
への事前レポー ト提
出、ジュネーブでの
日本審査ロビイング

① 2022年 5月 17
日 -́20日

② 2022年 10月 13
日～ 14日 (日

本審査@ジュ
ネーブ)

イン

② オンラ
イン十対
面審査@
ジュネー

ブ

オンラ 5名 一 般 市

民、移住

者対象

不特定多

数

800

(6)ネ ッ ト
ワーク構築

事業

①新型コロナ 移民難
民伴走支援事業
②各プロジェクトや
ネットワークによる
活動

① 2022年 5月 -2
023年12月

② 随時

東京事務

所、全国

各地

120名 支援者、

移住者対

象

不特定多

数

20100



活動計算書
(特非)移 住者と連帯する全国ネットワーク
全事業所_______________

[税込](単位 :円 )

自 2022年 4月 1日  至 2023年 3月 31日
爾覇頂圃

「

~~~

【受取会費】
正会員受取会費
【受取寄付金】
受取寄付金
【受取助成金等】
受取助成金
【事業収益】
事業収益
【その他収益】
受取 利息
雑 収 益
経常収益 計

【経常費用】
【事業費】
(人件費)
給料 手当
法定福利費
通 勤 費
福利厚生費
人件費計
(その他経費)
業務委託費

旅費交通費
通信運搬費
地代 家賃
租税 公課
新型コロナ相談支援事業費
緊急支援費
その他経費計
事業費 計

【管理費】
(人件費)
人件費計
(その他経費)
会 議 費
通信運搬費
消耗 品費
備 品 費
諸 会 費
支払手数料
その他経費計
管理費 計
経常費用 計
当期経常増減額

【経常外収益】
経常外収益 計
【経常外費用】
経常外費用 計

税引前当期正味財産増減額
法人税、住民税及び事業税
当期正味財産増減額
前期繰越正味財産額
次期繰越正味財産額

7,186,000

5,268,574

24,799,940

2,823,390

179

954

12,220,240
1,924,825
498,812

40,079,037

38,185,450

648 385

15,292,262

金“
調
И

640,

460,

刷製本費

諸
印
会
製

費
費

議
作

684,351
585,000
2,818

16,053,432
341,804
22,893,188

0

5,600
62,161
208,221
184,610
76,000
261,319
797 911

797 911
38,983,361
1,095,676

0

0

1,095,676
70,000
1,025,676
22,113,640
232139墨 16



貸 借 対 照 表
(特非)移 住者と連帯する全国ネットワーク [税込](単位 :円 )

3 31

資 産 の 音

禾斗   目 イ). 客百科   目 金  額

の

０

４

４

０

３

３

０
〉

”
４

０
ｖ

′
０

０
ｖ

Ｏ
Ｚ

前期繰越正味財産
当期正味財産増減額

22,113,640
1,025,676

【流動資産】
(現金 。預金)
現   金
普通 預金
現金・預金 計
流動資産合計

111,319
25,292,346
25,403,665
25,403,665

負 債 ・ 止 味 財 θD  :晋iS

【流動負債】

前 受 金
預 り 金
流動角借合計

負借 合 計 2.264、 349

||I TI映財 産合 計  |||| ||■
.  23r1139.3■ 6

1負債 及び正 味財 産合計 25,403,665資産合計 25,403,665



財務諸表の注記
(特非) 移住者 と連帯する全国ネットワーク 2023年 3月 31日 現在

【重要な会計方針】
財務諸表の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日  2017年 12月 12日 最終改正 NPO法 人
会計基準協議会)に よっています。



(特非 )
財 産 目 録

移住者と連帯する全国ネットワーク [税込](単位 :円 )
全

111,319
25,292,346

(lo, 409, 637)
(4,579,273)

(ro, 297, 639)
(5,7e7)

31日

25,403,665

2,264,349

23,139,316

の

【流動資産】

(現金・預金 )

現   金
普通 預金
三菱東京UFJ銀行

ゆうちょ銀行

郵便振替口座

基金郵便振替口座

現金・預金 計

流動資産合計

資産合計

流動負債】

前 受 金
預 り 金

流動負債合計

負債合計

正味財産

25,403,665

25,403,665

《負債の部》

2,000,000

264,349

2,264,349



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

2022年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿 )

特定非営利活動法人整生1童止_量墜邑ヱ≦塑壁奎と壁2■2

1 確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第20条関係)
□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
(どちらかにO)

(フ リガナ )
報酬の有無
(どちらかにO)

役職名等
氏    名

1
監事
トリイ イッペイ

有 代表理事

鳥井 一平

2
監 事理 事

スズキ エ リコ

鈴木 江理子

3
監 事
アリカワ ケンジ

有川 憲治

4
事理事・

Atfi v7 +V B
有

大川 昭博

5
監 事

ケン カイ

甑 凱

6
監事
サトウ ノブユキ

佐藤 信行

7
監事

7 A* -<tt =

鈴木 雅子

8
監 事理 事

タカヤ サチ

高谷 幸

9
監 事理 事

ニシ チヅ
有

西 千津

10 監 事理事 =2 <ra
丹羽 雅雄

⌒

有・健Lリ

⌒

有'ciリ

有
○
´
‐
、

有・くLノ
⌒

有びリ
⌒

有・くLノ

着 了生E ヽ日
Lヽノ



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

11
理事・

ハヤザキ ナオミ

早崎 直美

12
監事

ンキワラシン

プラー

PONGKIJVORASIN

PRACH

13
理事・

ヤマギシ モ トコ
有

山岸素子

14
イイダ カツヤス

飯田 勝泰

15
理事 監事

フジバヤシミホ
有

藤林 美穂

⌒

有いノ

″
｀
、

有̀で
:リ

/~ヽ理事
く電:リ

⌒

有̀健
:ノ



書式第4号 (法第 10条・第 28条関係)
設立・事業報告用

社 員 名 簿 〈社員のうち 10人以上の者の名簿)

2023年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人移住者と連帯する全国ネットワーク

氏   名

1

鳥井 一平

2

丹羽 雅雄

3

鈴木 江理子

4

佐藤 信行

5

有川 憲治

6

大川 昭博

7

山岸 素子

8

高谷 幸

9

飯田 勝泰

10

藤林 美穂

11

12


